










































































1963年 「ロンドン自治法（London Government Act 1963）」
　1965年以降、ロンドンの二層制の構造をその都市圏にまで拡大。
　戦略的機能を担う「大ロンドンカウンシル（Greater London Council(GLC)）」、33の「バラ（borough）」
と「内ロンドン教育局（Inner London Education Authority(ILEA)）」が設置された。




1972年 「地方自治（北アイルランド）法（Local Government(Northern Ireland)Act 1972）」
　73の「自治体（Local Authority）」に代わって、比例代表で選ばれる26の一層制のディストリクト
が設置された。





1985年 「地方自治法（Local Government Act 1985）」
　大ロンドンカウンシルと6つの大都市圏のカウンティが廃止された。また、1990年4月以降、内ロ
ンドン教育局が廃止された。






1999年 「大ロンドン市法（Greater London Authority Act 1999）」
　イギリスで最初の直接公選による首長と25名からなる議会が設置され、いずれも2000年5月に最
初の選挙が実施された。















































































































いる。とりわけ1990年代以降に設置された「政府事務所（Government Offices for the English 





















































域議会（directly elected regional assembly）」を設置し、行政的な権限委譲を行うもの、第2に
地域における地方組織や中央政府によって推薦、つまり、間接的に選出されるメンバーで構成
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68 2016年1月28日に「都市、および地方自治権限委譲法（Cities and Local Government Devolution Act 
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 ・ 1つ以上の「政策評価委員会」、および財政面などについての監査を行う「監査委員会（audit 
committee）」の設置が義務化されることとなった（第8条）。
 　以上のとおり、本法の制定により、「合同行政機構」の位置づけが明確になるとともに、より広い範
囲で活動することが可能になり、今後、イングランドの地域政策における中心になるものと想定され
る。
